
 平成２４年２月９日現在 

指定都市市長会体制図 

 ◆役員 

 会長  神戸市長 矢田 立郎 
 副会長 川崎市長 阿部 孝夫 
 副会長 札幌市長 上田 文雄 
 副会長 京都市長 門川 大作 
 副会長 横浜市長 林  文子 
 副会長 浜松市長 鈴木 康友 
 ※任期：会長２年、副会長１年。ただし、再任を妨げない。 

◆特命担当 

国会議員の会担当    浜松市長 鈴木 康友 
中核市・特例市連携担当 新潟市長 篠田 昭 

◆大都市制度検討部会 横浜市長（部会長）、新潟市長、浜松市長、堺市長 

大都市制度のあり方について、国及び関係機関等に提言を行う。 

◆市民生活・都市活力部会 札幌市長（部会長）、静岡市長、大阪市長、福岡市長 

生活保護制度をはじめとした社会保障改革等、市民生活に直結する各種制度に関

する提言や都市活力の維持・向上のための各種大都市施策等に関する検討を行う。 

◆経済・雇用部会 広島市長（部会長）、さいたま市長、千葉市長、熊本市長 

地域経済を牽引する大都市の経済成長戦略や雇用創出に関する研究や提言を行

う。 

◆災害復興部会 仙台市長（部会長）、相模原市長、神戸市長、岡山市長 

東日本大震災など、様々な被災経験を踏まえ、大規模災害が発生した場合の基礎

自治体の危機管理のあり方や連携及び復旧・復興における現行制度の改善策などに

ついて議論を行う。 

◆地域主権推進部会 川崎市長（部会長）、名古屋市長、京都市長、北九州市長 

事務権限の移譲（出先機関改革）や義務付け・枠付けの見直し等について、地域

主権戦略会議等に対する提言を行う。 

※下線…新たに追加したもの。 

※特命担当、部会について、任期に特段の定めはない。 


